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歳
以
上
高
齢
者
の
医
療
費
と
介
護
サ
ー

ビ
ス
費
の
総
額
は
、介
護
保
険
実
施
2
年

目
の
2
0
0
1
年
度
の
19
兆
6
5
5
8
億
円

（
う
ち
75
歳
以
上
11
兆
8
1
7
0
億
円
）か
ら
13

年
度
31
兆
7
7
2
4
億
円（
同
21
兆
8
8
6
2

億
円
）へ
と
経
済
成
長
率
を
大
き
く
超
え
て
12

年
間
で
1
・
62
倍（
同
1
・
85
倍
）に
増
加
し
て
い

る
。ま
た
、死
亡
前
1
カ
月
に
か
か
っ
た
医
療
費

（
終
末
期
医
療
費
）は
、や
や
古
い
デ
ー
タ
で
あ

る
が
、1
人
当
た
り
平
均
1
1
2
万
円
で
、総

額
9
0
0
0
億
円（
国
民
医
療
費
の
約
3
％
）

と
な
っ
て
い
る（
02
年
度
。年
間
死
亡
者
数
98
万

人
、う
ち
医
療
機
関
で
の
死
亡
者
数
は
80
万
人
）。

近
年
、死
亡
者
数
は
年
間
3
万
人
ほ
ど
増
加
し
、

15
年
に
は
1
3
0
万
2
0
0
0
人
と
な
っ
て

お
り
、今
後
当
分
の
間
、多
死
時
代
が
続
き
終
末

期
医
療
費
が
増
加
し
て
い
く
も
の
と
推
測
で
き

る
。

　

厳
し
い
財
政
・
経
済
状
況
の
下
で
、医
療
・
介

護
制
度
改
革
や
社
会
保
障
と
税
の
一
体
改
革
に

お
い
て
、高
齢
者
の
医
療
費
介
護
サ
ー
ビ
ス
費

の
効
率
化
・
適
正
化
は
大
き
な
政
治
・
政
策
の
課

題
と
さ
れ
て
き
た
。高
齢
化
・
少
子
化
・
世
帯
構

造
の
変
化
等
を
考
え
る
と
、こ
う
し
た
分
野
の

デ
ー
タ
の
整
理
・
分
析
の
力
量
を
高
め
る
必
要

が
あ
る
。そ
う
し
た
観
点
か
ら
近
年
、か
か
り
つ

け
医
制
度
の
普
及
、在
宅
療
養
支
援
診
療
所（
病

院
）の
制
度
化
、在
宅
医
療
専
門
の
診
療
所
の
創

設
等
が
進
め
ら
れ
て
き
た
が
、高
齢
者
自
身
の

希
望
・
気
持
ち
の
尊
重
、社
会
保
障
費
用
の
効
率

化
に
資
す
る
も
の
で
あ
り
、今
後
と
も
デ
ー
タ

を
基
に
積
極
的
に
在
宅
医
療
・
在
宅
介
護
、地
域

包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
推
進
を
図
っ
て
い
き
た

い
。

　

本
年
7
月
、地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
を
支

え
る
在
宅
医
療
の
推
進
を
目
的
と
し
て
、厚
生

労
働
省
に「
全
国
在
宅
医
療
会
議
」が
設
置
さ
れ

た
。全
国
レ
ベ
ル
で
在
宅
医
療
提
供
者
・
学
術
関

係
者
・
行
政
が
そ
れ
ぞ
れ
の
知
見
を
共
有
し
、必

要
な
協
力
体
制
の
構
築
、国
民
の
視
点
に
立
っ

た
在
宅
医
療
の
普
及
啓
発
、エ
ビ
デ
ン
ス
の
蓄

積
が
図
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
こ
と
は
高
く
評

価
し
た
い
。今
後
、退
院
支
援
、多
職
種
協
働
に

よ
る
日
常
の
療
養
支
援
、緩
和
ケ
ア
の
提
供
、急

変
時
に
お
け
る
緊
急
往
診
や
入
院
病
床
の
確
保
、

患
者
が
望
む
場
所
で
の
看
取
り
な
ど
在
宅
医
療

を
支
え
る
体
制
が
構
築
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。

と
く
に
後
期
高
齢
者
に
つ
い
て
は
医
療
と
介
護

が
一
体
的
に
切
れ
目
な
く
包
括
的
に
進
め
ら
れ

る
こ
と
が
望
ま
し
く
、医
政
局
・
老
健
局
・
保
険

局
と
い
っ
た
垣
根
を
越
え
、在
宅
介
護
体
制
の

観
点
も
し
っ
か
り
と
含
め
た
取
り
組
み
へ
と
進

化
さ
せ
て
い
た
だ
き
た
い
。

　

18
年
度
に
は
、地
域
医
療
計
画
お
よ
び
介
護

基
盤
計
画
の
策
定
、診
療
報
酬
と
介
護
報
酬
の

同
時
改
定
と
い
う
節
目
の
年
を
迎
え
る
こ
と
に

な
る
。そ
れ
ぞ
れ
に
地
域
の
特
性
に
応
じ
て
、患

者
・
要
介
護
高
齢
者
の
ニ
ー
ズ
と
意
向
に
沿
っ

て
、体
制
整
備
が
図
ら
れ
る
必
要
が
あ
る
。健
保

組
合
・
健
保
連
は
、保
険
料
・
支
援
金
等
の
負
担

者
と
し
て
、ま
た
、医
療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
利

用
者（
受
益
者
）の
立
場
か
ら
、一
層
説
得
力
の

あ
る
情
報
発
信
と
主
張
を
重
ね
、安
心
安
全
の

社
会
づ
く
り
、国
民
皆
保
険
体
制
の
持
続
性
を

高
め
る
た
め
に
積
極
的
な
役
割
を
果
た
し
て
い

き
た
い
も
の
で
あ
る
。
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在
宅
医
療
の
推
進
に
当
た
っ
て

求
め
ら
れ
る
こ
と
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